
１．「量から食味へ」北海道の米と南幌町農業

野中 公文・荒明 稔・ 野 弘

北海道の開発は，明治２年（１８６９）の開拓使設置から始まり，
殖民地区画（９万坪（２９．８ha））を基本に，集団移住者や屯田兵
によって開拓が進められた。南幌町は，明治１９年（１８８６）に新
潟県から入植してその歴史が始まり，今では戸当たり水田農業
経営規模は北海道第１位であるが，中樹林の区画は４０aと狭
く，土地所有は分散し，泥炭土等の湿田のため，効率的な機械
化作業体系や野菜作の拡大が図れず農業経営は不安定であっ
た。
本報では，これらの問題を改善すべく，大区画圃場の形成と
地下灌漑システムの導入を目指した国営農地再編整備事業「中
樹林地区」を例に，北海道の水田開発と地域農業の歴史および
農地再編整備について報告する。

（水土の知７６―１０，pp．３～７，２００８）
国営農地再編整備事業，北海道開拓使，殖民
地，水田開発，米の生産調整，良食味米，南
幌町，送泥客土，灌漑排水，圃場整備，中樹
林地区

２． 生産性向上に向けた泥炭土壌の水田整備

河端 明・関根 忠隆・平井 勝久・藤田 明男

平成１２年度に着工した国営農地再編整備事業「中樹林地区」
は，大区画化，泥炭土等への客土および灌漑用水と暗渠排水を
兼ねた地下灌漑等の整備を実施し，平成２０年度に完了の予定
である。標準区画は「１７０m×８８m：１．５ha」を基本として整
備し，末端用排水路は，パイプライン化して短時間での給水・
落水等を行い，寒冷地における営農期間の確保と水管理の省力
化のため，取水・排水と水位調整を１カ所で行うことができ
る「地下灌漑システム」を導入した。これにより泥炭地におけ
る圃場の大区画化が可能となった。
本報では，中樹林地区における圃場の大区画化を目指した水
田整備の経緯と概要について報告する。

（水土の知７６―１０，pp．９～１３，２００８）
国営農地再編整備事業，中樹林地区，区画整
理，農地造成，地下灌漑システム，殖民区画，
大区画圃場，客土

３． 農業生産の組織化と今後の展開

菊地 誠・濱口 大志・安井 章二・辻崎 徹

南幌町の営農は，泥炭地という劣悪な条件の下，水稲，小
麦，小豆等を中心に展開されてきたが，圃場整備および農地の
利用集積等を進め，今日では戸当たり経営規模は，稲作経営と
しては北海道一の２４haとなっている。また，国営農地再編整
備事業の実施により，田植・収穫などの機械作業時間や水管理
時間が大幅に節減され，野菜類の積極的な導入も可能となっ
た。一方，町内には１１の農業生産法人が設立されており，地
区内にも２つの農業生産法人が設立されている。
本報では，事業実施を契機として組織化が促進された農業生
産法人の設立経緯と概要，事業の評価，および地域農業の新た
な取組みについて報告する。

（水土の知７６―１０，pp．１５～１９，２００８）
国営農地再編整備事業，農業生産法人，農産
物加工センター，キャベツキムチ，水管理時
間，都市との交流，無代かき，直播，バイオ
マスエネルギー，子育て支援米

４． 水田整備と事業実施を契機とした経営体育成

石島 光男・鹿嶋 弘律

わが国の水田整備は，国営事業や補助事業を中心に進められ
てきた。これまでの事業の変遷に触れつつ，国営農地再編整備
事業や都道府県営経営体育成基盤整備事業等の概要を述べる。
さらに，事業実施による生産性の向上，耕地利用率の向上等の
効果を定量的に示すとともに，地区事例を紹介し，事業の実施
を契機として中核的な経営体が育成され，地域農業の活性化が
図られていることを報告する。

（水土の知７６―１０，pp．２１～２４，２００８）
水田整備，国営事業，圃場整備，担い手

農業農村工学会誌第７６巻１０号 報文・技術リポート内容紹介

小特集 北海道における水田の再編整備と農業生産の組織化

特集の趣旨
農業基本法（昭和３６年）の制定を受け，全国各地の水田においてほ場整備事業が精力的に展開され，稲作農業の機械
化が進展し生産性の向上が図られてきました。
「食料・農業・農村基本計画」（平成１７年）では，食料生産にとって最も基礎的な資源である農地について，面的なま
とまりを重視した農地の利用集積の加速化や，担い手の育成・確保の契機となる圃場の大区画化等の基盤整備を積極的に
進めることによって，食料供給力の維持向上を目指すことが示されています。
このような優良農地の確保に向け，国営土地改良事業による担い手への農地集積と一体的な農地の再編整備は，北海道
において精力的に取り組まれている状況です。
そこで，本小特集では，今後の大規模水田農業経営への取組みの一助となるよう，水田整備の変遷，事業効果について
報告するとともに，北海道内の分散錯圃の湿田地域において，大区画化とともに泥炭土等への客土および暗渠排水を一体
的に行い，生産性の高い生産基盤の形成と農業生産の組織化を進めた取組みについて紹介いたします。



５． 北海道の水田整備の歴史と役割

森 友秀

北海道の稲作は作付面積，収穫量とも全国第２位の地位を
占めているが，水田面積２３万 haのうちの半分近くで生産調
整が行われている。水田整備の歴史は機械化の進展にあわせた
生産性向上の歴史であるが，特殊土壌が広く分布する北海道に
おいては，透・排水性の改善を中心とした汎用耕地化整備の側
面も大きい。
本報では，水田整備事業における汎用耕地化整備や大区画化
整備の内容を農業所得や経営規模等の生産構造との関連から時
系列的に整理し，事業効果の大きい特徴的な営農モデルを紹介
するとともに，近年急速に進んでいる担い手の減少に対応した
水田整備のあり方について推察する。

（水土の知７６―１０，pp．２５～２８，２００８）
汎用耕地化，田畑転換，生産コスト，経営構
造，担い手，営農モデル

（報文）
農業土木技術者のあるべき姿に向けた中国四国支部の取組み

鈴木 豊志

旧農業土木学会は，時代の変遷を踏まえ，その活動領域が農
業土木のコアとなる科学技術体系だけでなく，幅広い分野に及
んできたことから，平成１９年６月に新たに「農業農村工学会」
に名称変更された。中国四国支部では，単なる学会の名称変更
として捉えるのではなく，中国四国支部の役割と機能を再検討
する機会として捉え，中国四国支部活性化検討委員会を組織
し，本来の支部組織のあり方を模索することとした。
本報では，農政局および各県の農業土木技術者に対する技術
的関心事項をアンケート調査するとともに，特に現場を担う若
手技術者への真の興味と情熱を喚起させるべく中国四国支部シ
ンポジウムを開催したので，その内容について紹介する。

（水土の知７６―１０，pp．２９～３２，２００８）
農業土木技術者，農業農村工学会，業務課題，
アンケート調査，シンポジウム

（報文）
野洲川沿岸地区における総合的な学習への支援

内藤 馨・一阪 郁久・萩原 大輔・田中 利治

国営野洲川沿岸農地防災事業所と水土里ネット野洲川は協力
して，平成１５年度から国営事業受益地内の小学校に対して，
学校が取り組む総合的な学習への支援を行っている。支援内容
は，学校への出張授業と野洲川源流・野洲川ダム・石部頭首工
の現地学習から構成されており，平成１９年度には計１１校約
７２０名の児童を対象に実施した。本報では，この支援対象の学
校に対して行ったアンケート結果等を踏まえて，野洲川沿岸地
区における総合学習支援の意義と評価について考察する。

（水土の知７６―１０，pp．３３～３６，２００８）
総合的な学習，地域用水，野洲川源流，野洲
川ダム，石部頭首工

（報文）
豪州の農業水利施設等のアセットマネジメントの事例

北村 浩二・中矢 哲郎

わが国では農業水利施設の適切な維持管理と施設の長寿命化
を図るストックマネジメントが，行政でも研究でも開始されて
いる。しかし，同様の農業水利施設のアセットマネジメントに
関する海外事例に関する情報をほとんど把握していない。そこ
で，豪州のニューサウスウェルズ州の農業水利施設等のアセッ
トマネジメントの現地調査を行った。海外事例の長所を取り入
れ，不足する点は補いながら，わが国の農業水利施設のストッ
クマネジメントの更なる発展を図っていく必要がある。

（水土の知７６―１０，pp．３７～４１，２００８）
農業水利施設，アセットマネジメント，経営
学，割引率，劣化予測

（報文）
農業水利における地球温暖化対応のための

気象・水文事象の評価

高橋 順二・加藤 敬・北村 浩二・小山 潤

地球温暖化は，すでに観測されている異常気象等の強さや出
現確率が変化することによって進行し，大気環境や水循環系に
影響を及ぼすものとみられている。そのため，温暖化への対応
の基礎として気象・水文事象の変化が及ぼす農業水利への影響
の評価，すなわち脆弱性やリスクの内容・程度・時期の評価が
重要となってくる。本報では，全国の地域別に過去（１９００年頃
以降）～現在～将来（２０８１～２１００年）にわたる気象観測記録や
将来予測値に基づき，水資源賦存量，確率降水量，強雨発生等
の事象を俯瞰し，これらが農業水利の脆弱性要因となる可能性
があることを示すとともに，今後地域において脆弱性評価を行
う際の留意点について提言した。

（水土の知７６―１０，pp．４３～４８，２００８）
気候変動，地域気候モデル，確率降水量，農
村工学研究所，水資源，脆弱性評価



（技術リポート：北海道支部）
千歳川地域における農業水利施設の機能診断調査

藤田 修

千歳川地域は北海道千歳市，恵庭市，北広島市，長沼町にま
たがる地域である。この地域は戦後まもない昭和２５年から開
発され，施設更新を順次行ってきているが，今後は個々の施設
の状態に応じて施設の機能を有効に発揮させることを目的とし
た保全対策の計画的な実施が求められている。本報ではこのよ
うな背景から，千歳川地域内の国営造成施設の一部について
行った機能診断調査と機能保全対策の検討の概要について報告
する。調査対象としたのは用水路６条 L＝１７km，排水路３６
条 L＝９６km，排水機場６カ所であるが，排水機場では排水促
進に起因する地盤沈下，用排水路では凍害による護岸側壁の変
状が多く見られる結果となった。このため，変状が施設機能に
与える影響と施設の健全度に応じた対策を検討した上で，機能
保全コストが最小となる保全計画を策定した。

（水土の知７６―１０，pp．５６～５７，２００８）
ストックマネジメント，施設機能調査，機能
保全計画，凍害，施設健全度

（技術リポート：東北支部）
亀裂性岩盤部における水路トンネルの設計・施工

菅家雄太郎・黒須 正幸・渡邊 長・齋藤 剛

中山間地域総合農地防災事業井野目堰地区は福島盆地の北西
部に位置しており，約１５０haの水田に灌漑用水を供給してい
る用水路である。しかしながら，老朽化が著しく，大雨により
水路の脆弱化が進み，水路決壊，法面崩壊等による災害発生の
危険性があることから，平成１４年度より水路改修工事を実施
している。本報では改修を実施した区間の中で，本用水路の最
上流部に位置し，亀裂性岩盤部に施工した水路トンネルの事例
を紹介する。

（水土の知７６―１０，pp．５８～５９，２００８）
水路トンネル，亀裂性岩盤，側圧，リブスト
ラット，フォアポーリング

（技術リポート：関東支部）
冬季用水の通水を確保した水路トンネルの補修

宮内 静夫・村上 一樹・後藤 正志

大井川用水農業水利事業は，平成１１年度に着工し平成２６
年度の完了を目指して事業が進められている。この事業では，
既存の施設を利用した更新工事が主体である。また，大井川用
水地区は，冬季用水が確保されているため，冬季用水の通水を
確保しつつ工事を実施しなければならない。本報では，冬季用
水の通水を確保しつつ，既設の赤松幹線水路伊太トンネルの補
修工事に採用した超高硬度繊維補強コンクリートパネルによる
補修工法について述べる。

（水土の知７６―１０，pp．６０～６１，２００８）
水路トンネル補修，超高硬度繊維補強，コン
クリートパネル，大井川，農業水利事業，更
新事業，通水

（技術リポート：京都支部）
推進工事実施区間における地下空洞調査

奥村 東三・土川 祐司

県営かんがい排水事業宇留生地区は，平成１２年度より L＝
４，１４０mの用水路路工事を実施している。平成１６年度から平
成１８年度にかけて，住宅密集区間約１kmを１スパンで推進
工法により用水管（FRPM管）を布設した。この工事後に道
路の陥没・沈下が発生し，住民に工事の影響により地下空洞が
発生しているという不安感が広まったため，原因調査として地
中レーダ探査を実施した。本報では，地下空洞調査の方法と結
果の概要について紹介する。

（水土の知７６―１０，pp．６２～６３，２００８）
パイプライン，超長距離推進，複合推進工，
空洞，地中レーダ探査，表面波探査，確実度
ランク

（技術リポート：中国四国支部）
アンカー付き空石積工法を使用した水路護岸の改修

細川 信佳・岡本 晃一

岡山県新見市南東部のカルスト台地上に位置する土橋地内の
水路では，地域住民の主催で「ホタル祭り」が行われるなど，
ホタルが多く見られ，都市との交流や地域の憩いの場となって
いる。しかし，水路の一部区間では通水断面が不足し周辺農地
への洪水被害発生が懸念される状況にあり，また，一部コンク
リート護岸で整備されている区間もあることから，ホタルなど
の生息に適した環境を失いつつあった。本報では，ホタルなど
の水生生物の生息・生育環境に配慮した水路整備の一手法とし
て，県営中山間地域総合整備事業で実施したアンカー付き自然
石空積工法について，その構造および施工後の経過を紹介す
る。

（水土の知７６―１０，pp．６４～６５，２００８）
生態系に配慮した水路整備，ホタルの生息環
境，アンカー付き自然石空積工法，ホタルの
生態，新技術工法

（技術リポート：九州支部）
塩水侵入阻止型地下ダムにおける取水塩分濃度の解析

井手原克澄

国営伊是名地区は，塩水侵入阻止型地下ダムであり，底部の
遮水層を洪積粘土層（Ac層）と海洋からの塩水侵入阻止の鋼
矢板に囲まれた人工的な淡水レンズから取水する構造である。
このため，貯留層底部の洪積粘土層から塩水の侵入が危惧され
るため，灌漑よる水利用と地下涵養を検証し，取水に伴う地下
ダム塩分濃度の増減を把握し，水管理システムに反映させた。

（水土の知７６―１０，pp．６６～６７，２００８）
地下ダム，塩水侵入，塩水侵入阻止型地下ダ
ム，取水トレンチ，集水暗渠，淡水レンズ，
管理マニュアル
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